
1節 道徳の起源についての研究

本論文は、道徳が発生する起源について、文化
や制度の進化の枠組みから整理することを目的と
した理論論文である。その目的のために、Kelley

& Thibaut（1978）の相互依存性理論を用いて、
文化と制度がいかにして進化しうるかについての
試論を行い、道徳の成立について論じる。
道徳判断についての研究は、道徳心理学や社会
心理学、教育心理学、発達心理学など、多くの分
野で行われている。多くの道徳判断の研究は、人
が道徳的な判断を行う心理プロセスや、人がいか
にして道徳的判断を獲得するかといった発達プロ
セスが扱われていることが多い。前者について
は、トロッコ問題などを用いた神経科学的なアプ
ローチ（芋坂，2012）が、後者については Kohlberg

（1976）などによる道徳性の発達的な獲得につい
ての研究がある。
本論文では、これらの研究とは異なり、現代社
会において人々がなぜわれわれが行っているよう
な道徳的判断を行うのか、その起源について答え
ることに関心がある。そのため、まずは道徳の起
源を扱った道徳心理学研究とその批判点について
簡単にレビューし、その後に本論文の理路の方向
性を示そう。

道徳基板理論
道徳心理学者の Haidt（2012）は、道徳基板理

論において、道徳的判断が直観的で、進化的に獲
得された心の特性であることを主張している。
Haidt（2001）では道徳判断の基準となるのは理
性ではなく直観であるとし、またその判断の基盤
が通文化的なものであることを主張した。具体的
には、危害・擁護、公正、内集団への忠誠、権威
への敬意、純潔・神聖の 5つを挙げている。Haidt

（2012）では 6つ目として自由も加えている。Haidt

は特に前者の二つ、危害・擁護と公正（場合によ
っては自由も）はどの文化でも存在するかなり普
遍的な道徳であると考えており、後者の集団主義
的な 3つの道徳はどちらかというと文化的な影響
があると考えられている。

Haidt（2012）は 6つの基準の起源に多少の違
いを認めながらも、道徳を進化心理学的な基盤に
よって構成されていると考えている。しかし、そ
の論点についてはいくつか批判点もある。たとえ
ば、Barash（2007）は集団への忠誠や権威への服
従といった集団主義的な道徳の進化的基盤につい
て、集団淘汰理論、あるいはマルチレベル淘汰理
論を援用しているが、その議論が成立する根拠が
不十分であると指摘している。具体的には、集団
淘汰あるいはマルチレベル淘汰が遺伝子に与える
影響は非常に限定的、あるいは限られた状況（病
原菌などによる大量の死者が出る状況や、戦争な
どの深刻な集団間葛藤状況）であるとし、Haidt

の議論はマルチレベル淘汰の可能性を過大に評価
しすぎているとしている。それ以外にも、集団主
義的な道徳を必要とするほどの大きな集団が形成
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されて、およそ 1万 1千年（Diamond, 1997）ほ
どしか経っていないにもかかわらず、遺伝的な要
素のみで道徳を説明するのは無理があるだろう。
このように Hadit の議論は進化心理学的な説明を
行っているにもかかわらず、その成立根拠につい
ての議論が不十分である。
本研究では、これらの批判点に基づいて、道徳
の基盤として遺伝的要因以外に、制度的な要因を
考察する。

道徳の起源における遺伝的要因と社会文化的要因
Haidt（2012）の道徳基板理論では、道徳の起

源において個体レベルの淘汰と集団レベルの淘汰
の両方を仮定しているとはいえ、どちらも遺伝子
レベルの進化プロセスを前提としている。しか
し、すでに指摘したように、集団への忠誠心や権
威への服従といった集団主義的な道徳は、人類の
歴史において非常に最近（1 万年前程度）であ
り、病原菌などによる強い淘汰がかからない限り
は遺伝子の分布にはそれほど大きな影響があると
は考えにくい。
一方、遺伝子による進化ではなく、文化そのも
のが進化することを想定した文化進化理論がある
（たとえば Aunger, 2000）。その中でも二重継承理
論は、文化が遺伝的なプロセスと社会的な学習プ
ロセスの両方を重視するという立場である。たと
えば Richerson & Boyd（ 2005）や Tomasello

（1999）では、文化は人間が遺伝的に獲得した学
習能力によって、他の種ではできない高精度の観
察学習によって伝達されるという。
二重継承理論では、文化や道徳といった社会集
団における規範的性質を、遺伝子のみの継承で考
えるわけではなく、人々の相互作用（観察学習）
をも継承の単位として考えている点において
Haidt（2012）の道徳基板理論よりは妥当な説明
が可能である。しかし、二重継承理論において
も、社会レベルの文化の継承を、観察学習を中心
としたメカニズムを想定している点において、道
徳の起源を考察する上で限界がある。なぜなら、
道徳はある種の行動が斉一的に実践されているこ
とのみを指すわけではない。もし、行動の斉一性
や集団内の戦略の均衡としてのみ道徳を位置づけ
るならば、突然変異以外の違反が生じえないこと

になり、そもそも規範や道徳についての信念が不
要になるだろう。よって、道徳は行動的な規則性
のみではなく、行動を実践するときに事前に主体
が持っているだろう当為的判断、具体的には「～
すべきである」といった内的な判断が前提とされ
る必要がある。これは、チャルディーニがいうと
ころの「記述的規範と」と「命令的規範」の区別
に対応する。社会がある行動を斉一的に実践して
いる状態が記述的規範であり、「～すべきである」
という命令的規範を含む規範的な性質として道徳
が位置づけられると考えられるのである。
そこで本研究では、当為的な判断を伴う道徳が
社会に共有されるメカニズムを理論的に考察す
る。その手がかりとして、制度分析（Aoki,

2000）に注目する。制度分析アプローチは、社会
集団が実践している戦略の集合が、ゲーム理論で
いうところの「均衡」であると認める点について
は進化ゲーム理論と同じである。だが一方で、社
会集団における相互作用の利得構造そのものの変
化の可能性を考慮に入れている点が異なってお
り、またその特徴となっている。つまり制度分析
アプローチは、進化ゲームと同様により利得を得
た個体の戦略が増え、均衡に至るという考えを持
ちながら、均衡そのものが変化し、進化していく
という立場にたっているのである。この戦略の均
衡を変化させる装置こそが本論文の想定する制度
である。
ここでいう制度とは、近代的な社会制度だけを
意味するのではなく、「人々が社会集団において
相互作用を円滑にするために定式化された社会装
置」、という広い意味で用いている。また制度は、
ゲーム理論的な意味での戦略のように個体が持つ
特性に還元できるものの集合ではない。むしろ、
個体のレベルを超えた、新たな戦略を個体に可能
とするような社会的な仕組みのことを指してい
る。本論文では、道徳は個人の進化生物学的な観
点を超えた、社会的な要因に注目しているのであ
る。このような制度と道徳・規範の捉え方は、
Aoki（2000）以外にも、たとえば Heath（2008）
や Gintis（2009）、そして河合（2013）などにも
見られる。
ただし本論文では、道徳が制度そのものである
と考えているわけではない。なぜなら制度が成立
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することと、当為的な道徳が成立することは直接
的な関係性はないからである。道徳について議論
するためには、当為的な信念が成立するプロセス
について明らかにしなければならない。そこで本
論文では、道徳は人々が作り上げてきた制度に適
応するために共有されてきた判断基準である、と
いう立場をとっている。つまり、制度をスムーズ
に運営するために作り上げたのが道徳である、と
いうことである。この結論に至るために、本論文
では以下の様に議論を展開する。

本論文の目的と理路
本論文の目的は、制度分析アプローチの観点か
ら、道徳起源の制度的な要因について考察するこ
とである。
この制度分析アプローチをゲーム理論的に考察
する理論的道具立てとして、本論文では Kelley

& Thibaut（1978）の相互依存性理論に焦点を当
てる。相互依存性理論では、個人間の利得につい
ての相互依存性のパターンを分析し、人々が主観
的に利得構造をどのように変換しているかを考察
している理論である。2節では相互依存性理論を
動学モデルに発展させて、3節の制度分析に接続
させる準備を行う。
そして 3節では制度分析アプローチが想定する
制度の変化や進化を、相互依存性理論で議論され
ているところの「相互依存性パターンの変換」と
いう観点から考察することで、制度の進化につい
て理論的に展開することが可能になることを示
す。
続いて 4節では、道徳が進化した制度のものと
でいかにして発生するかについて、言語による伝
達を用いた教育の可能性について議論する。そこ
では、道徳が社会秩序の原因なのではなく、社会
秩序に人々が適応するために獲得した心の特性で
あることを示す。

2節 動学的相互依存性理論

相互依存性理論
ゲーム理論による対人的相互作用の研究は数多
いが、なかでも Kelley & Thibaut（1978）の相互
依存性理論は、社会心理学的に対人行動を分析す

る上で重要な含蓄を有している。それは、以下に
述べるように対人的相互作用における相互依存性
のパターンを分析することができること、そして
その相互依存性のパターンを変換するというアイ
ディアが盛り込まれている点にある。
相互依存性理論は、二者の相互作用を 2×2の

利得行列によって表現し、その相互依存性を分析
したものである。なかでも、相互依存性理論が他
のゲーム理論と異なる点は、ゲーム構造を三つの
要素に分解し、その要素の組み合わせによって対
人的相互作用を分析しようとするところにある。
例として、囚人のジレンマゲーム（Prisoner’s

Dilemma Game : PDG）を用いて解説しよう。要
素の分解は、図 1のようになる。すなわち、プレ
ーヤー A と B の利得行列をそれぞれの利得で分
割して表示し、それを平均（Grand Means : GM）
と三つの分散要素に分解する。分散要素は、自己
の効果（Self Control : SC）、相手の効果（Part-

ner’s Control : PC）、そして共同の効果（Joint Con-

trol : JC）と呼ばれ（Kelley, et al. 2003）、二要因
分散分析でいうところの各要因（自分と相手）の
主効果と交互作用に対応する。SC は自分の選択
によって自らの利得が変化する効果、PC は相手
の選択によって利得が変化する効果、JC は自分
と相手の選択の組み合わせによって利得が変化す
る効果である。
なお、各効果は以下のように計算される。図 1

の A の利得（上の方）を例にするならば、まず
SC は A 自身の選択による分散を表していること
から、行ごとの平均の差によって算出される。具
体的には、協力は（8＋0）／2＝4、裏切りは（12＋
4）／2＝8、となり、協力と裏切りには期待値とし
て 4ポイントの差があることになる。ここで、各
効果の平均を 0とすると、SC は、協力の期待値
の－2と裏切りの期待値の＋2として表現するこ
とができる。さらに、PC は列ごとの平均、JC は
対角項と非対角項の平均によって同様に計算する
ことが可能である。また、本論文では PD ゲーム
の SC を 2、PC を－4としているが、わかりやす
さのために SC を正の方向に基準をあわせている
だけであり、これを SC が－2、PC が＋4として
も、本質的には利得構造に違いはない。
このように、2×2 のゲーム構造は GM、SC、
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PC、JC の 4つの要素によって規定されるが、実
質的に相互依存性のパターンを決定している要素
は GM を除く 3つの要素である。なぜなら、GM

は全体的な利得の大きさを決めているだけで、戦
略を変えることによる利得の変化は生じないから
である。事実、相互依存性理論においても SC と
PC と JC 野組み合わせによる相互依存性のパタ
ーンの考察が行われている。

動学的な相互依存性のパターン
ただし、Kelley らの相互依存性理論は一時点に
おける相互作用の相互依存性のパターンが考察さ
れており、進化、文化進化ゲーム理論が想定する
ような、何世代も繰り返して相互作用することを
前提とする枠組みとは異なっている。本論文で
は、相互依存性理論が対象としてこなかった、動
学的な相互依存性のパターンについて考察しよ
う。
進化ゲーム理論では、相互依存性のパターンは
進化的安定戦略（Evolutionary Stable Strategy ;

ESS）と呼ばれる、均衡概念と対で考察されてき
た。ESS とは、ある戦略のみを行う個体同士が
繰り返し、何世代にわたって相互作用した場合
に、進化的に生き残る戦略の組のことである。た
とえば囚人のジレンマゲームでは非協力的な戦略
が ESS となり、タカハトゲームではタカ戦略と

ハト戦略が一定の頻度割合で共存する状態が
ESS となる。ESS は経済ゲーム理論におけるナ
ッシュ均衡に非常に近い概念であるが、不安定な
ナッシュ均衡は ESS とはならないことが知られ
ており、ナッシュ均衡の部分的な戦略集合であ
る。
しかし、本論文では社会集団が成立したあとの
文化や道徳の進化に関心があるため、進化ゲーム
理論では考察のスケールが一致しない。よって、
以降では学習ゲーム理論に基づく均衡概念を対象
に相互依存性のパターンを考察しよう。学習ゲー
ム理論は、自然淘汰による戦略分布の変化を考え
るのではなく、個体が得る利益や罰に基づいて行
動を変化させる、学習心理学的な観点で戦略分布
の変化を考えるゲーム理論である。試行錯誤ダイ
ナミクスとも呼ばれる。試行錯誤ダイナミクス
は、ゲーム理論に対して動学的なアプローチを採
用し、微分方程式や差分方程式を用いて戦略の均
衡がどのような様相を示すかを明らかにするため
の理論的ツールである。
相互依存性理論では、相互依存性のパターン

を、1時点のゲームにおける戦略のあり方を踏ま
えて考察されていた。それに対して本論文では、
試行錯誤ダイナミクスを用いて、集団内のメンバ
ーが同じゲームを繰り返したときの均衡が、相互
依存性パターンによってどのように異なるかを検

図 1 相互依存性理論による 2×2の利得構造の要素への分解
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討しよう。それによって、集団内における相互作
用の根源的なパターンを見出すことができるだろ
う。

差分集団型試行錯誤ダイナミクス
対称 2×2の集団型試行錯誤ダイナミクスを考

えよう。対称ゲームとは、すべての個人間の相互
依存性が等しい、という意味である。あるサイズ
の集団内の二人がランダムに組になり、一度ゲー
ムを行う。集団内の個体は変わらず、ゲームで得
られた利益に基づいて行動傾向のみを変化させ
る。行動傾向とは、2戦略のどちらの行動を選択
するか、その確率で表現される。A と not A 戦
略があれば、A をとる確率が高くなったり低く
なったりする、ということである。その試行を何
度も繰り返して各個体の行動傾向および集団全体
の戦略分布がどのように変化するのかを検討する
ことを考えよう。
ここで Roth & Erev、（1995）の差分方程式モ

デルを、大浦（2008）を参考に、対称 2×2の集
団型試行錯誤ダイナミクスを相互依存性理論に当
てはめてみよう。対称 2×2のゲームは、成果が
4パターンあり、それぞれ相互依存性理論に基づ
いて SC と PC と JC によって表現することがで
きる。ここで、符号の不定性を避けるため SC は
0より大きい、つまり常に正であることを仮定し
よう。この条件に基づいて試行錯誤ダイナミクス
の均衡点を考える。数理的な展開は Appendix に
載せているので、以下に結論のみを提示する。各
個体の行動選択確率変化の期待値は、

E [�xi ]�xi (1�xi )(�JC �SC �2JCx )�k
で表される。なお、xi は個体 i が、SC が正の方
向の戦略を選択する確率を表している。また x

は全成員の xi の期待値を、k は定数（Appendix

参照）を意味する。どの個体も同じ利得行列をも
つ対称ゲームであるので、これを解くと、集団の
平均的な行動傾向が変化しなくなる均衡点は
x �0 か 1、あるいは (JC�SC )�2JC となる。こ
こで、 (JC�SC )�2JC が 0 から 1 の範囲に収ま
り、SC が 0 以上であることを前提に展開する
と、�JC���SC�という結果が得られる。この結
果が意味するところは、JC よりも SC の絶対値
が大きい場合に、内的均衡点に、それ以外の時に

は x が 0か 1の状態が均衡点となることを意味
している。ただし、内的均衡点のパターンには 2

つある。JC �SC の場合には不安定な均衡点と
なり、すこしのゆらぎで戦略分布が x �0か 1の
どちらかに移行する。もう一つは �JC �SC の
場合に安定な均衡点となり、(JC�SC )�2JC に収
束する。また�JC���SC�の場合は、SC �0を前
提にすると、均衡点は常に x �1 となる。
これらの結果から得られる知見として、均衡点
のパターンは不安定な均衡を除くと、x �1 にな
る場合 (�JC���SC�)、 x �0 か 1 になる場合
(JC �SC )、そして内的均衡点である x �
(JC�SC )�2JC となる場合 (�JC�SC )の 3パター
ンが存在することがわかる。また、均衡点に影響
する相互依存性の要素は SC と JC だけであり、
PC は全く関与しないこともわかる。これは、PC

が自己の行動を変化させることによって利得が影
響を受けない要素であるからである。
一方、均衡点における平均利得 u は次のよう

に表される。
u �(GM �(2x �1)(PC �SC �JC (2x �1))�2
このように、均衡点の平均利得には PC や GM

なども影響しうることがわかる。

ジレンマと不確実性による 3種類の不調和のパタ
ーン
動学的試行錯誤ダイナミクスの分析から、相互
依存性のパターンには 3つのタイプがあることが
明らかとなった。つまり、SC が JC よりも影響
力が強い「SC 優位パターン (�JC���SC�)」、SC

と JC の符号が一致しており JC のほうが大きい
「正の JC 優位パターン (JC�SC )」、そして SC と

JC の符号が一致しておらず JC のほうが大きい
「負の JC 優位パターン (�JC�SC )」の 3 つであ
る。一方、均衡点の利得は相互依存性の要素すべ
てが関与することから、均衡点は常にパレート効
率的ではないことがわかる。具体的には、SC 優
位パターンの場合、�PC�SC の場合は、均衡点
は常に x=0の戦略の組に対してパレート不効率
となる。これは典型的な囚人のジレンマの状況で
ある。同様のことは、他のパターンにも当てはま
り、JC 優位パターンであっても、PC が JC より
も十分大きい場合、均衡点よりパレート効率的な
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戦略が少なくとも 1つ存在することになる。
正の JC 優位型のゲームにおいても、均衡点が
パレート不効率になる場合がある。それは正の
JC 優位型のゲームには不確実性が存在すること
による。正の JC 優位型ゲームでは、x=0か 1が
均衡点であるがどちらの均衡点になるかは、初期
値に大きく依存する。よって、x=1がパレート効
率的な戦略の組（両方とも鹿を狩る）であったと
しても、x=0に収束してしまう（結果的に二人と
もウサギを狩る）ことがある。このように、パレ
ート効率的な均衡点に到達できない可能性がある
という意味で、正の JC 優位型ゲームは不確実性
がある。
この不確実性に類似した問題は、負の JC 優位
型ゲームにおいても存在する。図のように負の
JC 優位型ゲームは、チキンゲームやタカハトゲ
ームと呼ばれる闘争・逃走（fight or flight）型の
ゲームである。具体的には、片方が闘争を、もう
片方が逃走を選択した場合、闘争を選んだほうが
有利だが、両方が闘争を選ぶと大きな損害があ
る、というゲームである。この場合、闘争による
損害をさけるためには相手がどちら戦略（闘争か
逃走）をとる傾向を持っているかを事前に知って
いる必要がある。相手が闘争型なら逃げたほうが
よいし、逃走型なら戦ったほうが良いからであ
る。均衡点は闘争型と逃走型の両方が混在してい
る状態であるので、特定の割合で戦いが行われて
いることになる。進化ゲーム理論では、このよう
な闘争型のゲームにおいて、所有権方略が ESS

になりうることが指摘されている。これはある資
源に先に辿り着いた場合に闘争を、あとの場合は
逃走を選ぶ、ということである。この戦略は、先
にたどり着くという偶然的な手がかりを手がかり
に闘争を避けるという方略である。このような戦
略による均衡を相関均衡（Aumann, 1987）と呼

ぶ。負の JC 優位型ゲームの均衡点は、相関均衡
点に比べてパレート非効率になる。
このように、これら 3つの相互依存性パターン
については、それぞれ異なるかたちで、均衡点よ
りもパレート優位な戦略の組があり得ることが明
らかとなった。均衡点よりもパレート優位な戦略
の組があるゲームの事を、相互依存性理論になら
い「不調和な」ゲームと呼ぼう。またこれら 3種
類の不調和のパターンは、代表的にはそれぞれジ
レンマゲーム、調整ゲーム、チキンゲーム（闘争
ゲーム）と呼ばれるものを一般化したものである
といえる。Kelley（1979）の表現を使えば、SC

優位型で�PC�SC のパターンは「交換型」、JC

優位型は「調整型」である。Kelley（1979）では
JC の正と負の区別をつけていないため、ここで
は正の JC 優位型を調整型、負の JC 優位型のゲ
ームを闘争型と呼ぼう。なお相関均衡を範囲に入
れ場合、調和的な（均衡点とパレート効率な戦略
の組が一致する）ゲームは、 SC 優位型で�PC�SC の場合のみである。
以降では、交換、調整、闘争型それぞれの不調
和パターンについて、均衡点をパレート効率的な
均衡点に変換する仕組みについて考察する。

利得行列の変換
相互依存性理論の特徴は、ゲーム構造の要素の
分解によるパターン分けだけではなく、不調和な
利得構造を調和的な利得構造に変換ことについて
の考察が行われている点にもある。利得構造の変
換は、まず二人が与えられた利得構造（これを所
与行列と呼ぶ）を主観的に変換し、変換された利
得構造（これを実効行列と呼ぶ）に基づいて行動
を行う、とされる。変換方略には、大きく分けて
3つあげられており、成果変換と転置変換、そし
て系列型変換である。

図 2 3つの不調和な相互依存性のパターンの例
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成果変換は、得られる利得をそのまま変換する
変換方略である。例えば相手に協力することはい
いことだと捉え直すことによって、囚人のジレン
マゲームは調和的な安心ゲームに変換される、と
いったものである。成果変換は、交換型ゲームを
調和的にするために使われる変換であると考えら
れている。次に転置変換は、同期ゲーム（同時に
選択するゲーム）を非同期ゲームに変えるもので
ある。例えば調整ゲームにおいて相手がどちらの
手をとったかわかっていれば、容易にパレート優
位な戦略の組を選択することができるだろう。こ
のように、転置変換は調整ゲームを調和的にする
ための変換方略である。最後に系列変換は、1時
点の闘争ゲームを繰り返しの闘争ゲームとして考
え、片方が闘争をとってもう片方が逃走を選んだ
ら、次のゲームでは逆の手をとる、というやりと
りを繰り返すようにする、というものである。つ
まり闘争型の不調和ゲームに時系列を導入するこ
とで、平等な資源分配が行えるように変換する変
換方略であるといえる。
このように、相互依存性理論は基本的には 1時
点の二者間の相互作用を対象としており、利得構
造の変換も「主観的に」変換されると考えられて
いる。しかし、進化・学習的な観点に立った場
合、主観的に利得構造を変換したとしてもダイナ
ミクスに影響すると考えることは難しい。頭のな
かだけで利得が増えたと考えたとしても、実際に
得をしているわけではないからである。そこで、
主観的ではなく、相互作用の仕方そのものを変換
することで不調和なゲームを調和的にするための
変換方略を動学的に考察する必要がある。

動学的な利得行列の変換
相互依存性理論で提案されている交換型の変換
方略である成果変換は、あくまで主観的なもので
あるため、動学的なゲーム理論においては有効で
はない。一方、進化ゲーム理論においては Axel-

rod（1984）などが提案している互恵性戦略（Tit

For Tat : TFT 戦略）がある。互恵性とは、協力
してくれた相手に対して協力をするという戦略で
あるが、協力的な行動を選択することが、その時
は損をするが次以降のゲームで得をするという変
換を行っているといえる。これはつまり、ある時

点のゲームにおける選択が後のゲームにおける利
得と時系列的に連結されているような変換である
といえる。これを、「連結変換」と呼ぼう。TFT

戦略は集団内における二者関係の直接的な互恵性
を達成するための変換であるが、間接的互恵性
（Nowak, 1998）のように、二者関係から拡張され
た利得構造も同様に連結変換の結果と考えること
ができる。
複数の均衡点があることによって不確実性が存
在する調整型の不調和ゲームにおいては、相互依
存性理論では転置変換によって調和なゲームに変
換されていた。しかし、転置変換を用いる場合で
あっても、どちらが先に手を決めるかについて同
様の不確実性が存在する。よって、不確実性その
ものを無くすための変換が必要である。そのため
には、相手との意思疎通をはかったり、どちらの
均衡点がより価値が高いかについての共有知識が
手がかりとして用いたりすることが有効だろう。
具体的には、コミュニケーションによってどちら
の均衡がパレート効率的であるかを確認する、あ
るいはどちらの行動を選択すべきかについてあら
かじめ集団内で合意を得る（規則を作る）といっ
た事が考えられる。つまり、転置変換を確実に機
能させるための仕組みがさらに必要となる、とい
うことである。
第三の闘争型ゲームにおける変換は、系列変換
があげられていた。しかし、集団型試行錯誤ダイ
ナミクスは同じ二者が繰り返し相互作用するわけ
ではなく、ランダムマッチングを仮定しているた
め、同様の変換を用いることができない。しか
し、系列変換の本質が資源の平等分配にあるので
あれば、分配可能な資源を平等に分割する、とい
った変換が可能であろう。また、もし資源の分割
が不可能な場合、数土（1998）が示したように儀
礼的闘争による闘争の回避も機能すると考えられ
る。儀礼的闘争とはコストの比較的かからない競
争（木を揺らすなど）によっても相手の力の強さ
が正直なシグナルとして伝わることを利用した相
互作用である。これをコストリーシグナリングと
も呼ぶ。儀礼的闘争により、相手より自分が弱い
と判断したら闘争を、強いと判断したら逃走を選
択するという戦略をとることが可能になる。つま
り、コストリーシグナリングによってどちらが逃
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走すべきかの手がかりを共有することができるの
である。
本節では、動学的な相互依存性理論に基づい

て、不調和なゲームのパターンの分類と、それぞ
れの調和性を解決するための利得構造の変換につ
いて議論した。以降の節では、これらの変換を制
度分析プローチから捉え直す作業を行う。

3節 相互依存パターンの制度的変換

制度分析アプローチ
本節では、動学的相互依存性理論の考え方を制
度分析アプローチに拡張することを目標とする。
そこで、まず制度分析アプローチを支える比較制
度分析について簡単にレビューしよう。
比較制度分析は Aoki（2000）が提唱した、比

較的新しい経済学理論である。制度は、比較制度
分析においては「均衡の要約表現と予測」という
ように定式化されている。つまり、ある均衡がど
のような状態であるかについての、暗黙あるいは
シンボリックな共有された信念体系を指す。すな
わち、制度分析アプローチでは制度を個人の戦略
の集合として考えているのではなく、その均衡状
態を人々がどのように捉えているか、という側面
を強調している。また、制度分析では、制度の変
化についてその認知的な側面や規範などの社会的
な側面など多岐にわたって考察がされている。こ
のように、制度分析では進化あるいは経済ゲーム
理論が均衡のみを考察の対象にするのに対して、
均衡についての認知的な側面やその変化をも分析
対象としている点について画期的である。
しかし、本論文では制度を、均衡そのものや、

均衡についての要約表現として捉えているわけで
はない。本論文では相互依存性理論が主張するよ
うに、所与行列と実効行列を区別する点が制度分
析と異なっている。対比的に述べれば、制度分析
における制度が、変換された後の実効行列に基づ
く均衡を指しているのに対し、本論文では、所与
行列から実効行列に変換させる、あるいは所与行
列による学習ダイナミクスの均衡から実効行列に
よる学習ダイナミクスの均衡にシフトさせる社会
的な仕組みのことを指している。
では、どの状態を所与行列と考えればいいだろ

うか。次項では所与行列と実効行列の関係につい
て考察し、本論文における制度の中身について詳
述する。

資源獲得における原初的な相互依存性のパターン
と制度

Jacobs（1992）は、人々が資源を獲得する方法
は、交換することと採取することの 2パターンし
かないことを指摘し、道徳や倫理がこの二つの相
互依存性に基づいて形成されていることを指摘し
た。この交換と採取は、第 2節でわれわれが見出
した 3つのパターンに対応させることができる。
具体的には、交換は交換型の不調和パターン、採
取は調整型と闘争型の不調和パターンに分類する
ことができる。後者については、資源の採取は
人々が共同で採取する場合と、資源を奪い合って
採取するという二つの状況が考えられるからであ
る。資源の採取が一人では不可能な場合は協同で
採取し、一人で採取可能な場合は取り合いにな
る、ということである。Jacobs の指摘を踏まえれ
ば、この 3つのパターンは、社会集団において資
源を共有するときに生じる本質的な相互依存性パ
ターンを意味していると考えられる。これらを原
初的相互依存性パターンと呼ぶことにしよう。
これらを踏まえ、本論文では以下の想定を行

う。すなわち、人類が集団を形成し始めた当初
は、このような原初的な不調和パターンに遭遇し
ていた。それに対して、社会集団を形成した人々
はより効率的な相互作用の仕組みを生み出してい
くことで、よりパレート効率的な均衡に至ること
ができるようになっていったと考えるのである。
このように考えると、原初的な不調和パターンを
所与行列、そしてパレート効率的な均衡をもたら
す実効行列に変換するための装置を制度と呼ぶこ
とができる。ここで、変換後の実効行列のことを
制度的相互依存性パターンと呼ぶことにしよう。
まとめると、人々は、原初的な相互依存性パター
ンから制度的相互依存性パターンに利得行列を変
換することによって、よりパレート効率的な均衡
に至るように制度を発展させてきた、ということ
である。
制度による変換を具体的に説明すると、交換型
のジレンマ構造が、連結的変換によって間接的互
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恵性が達成され、相互協力的な社会状態が達成さ
れる、などが挙げられるだろう。まず資源を交換
するという原初的な相互依存性パターンがあり、
そのままで相互非協力が非協力となる。それに対
して連結変換、つまり協力を選択すると、次のゲ
ームで相手が協力する確率が高くなるといった変
換（これは具体的には評判制度によって達成され
る）によって、間接的互恵性が成立し、相互協力
状態が均衡になりえる（Nowak, 1998 ; Takahashi

& Mashima, 2006）。このとき、制度的な変換を支
えるのは協力する人を識別する個人の判断傾向だ
けではなく、評判をうまく共有するための社会的
な仕組みも同時に必要となるだろう。たとえば
Yamagishi & Kiyonari（2000）では、間接的互恵
性を支える器として集団が機能した、という論を
展開している。この議論を踏まえると、集団ある
いは集団主義的な制度が、間接的互恵性（連結変
換）を維持するための仕組みであるという考え方
も可能であろう。具体的には、協力的な他者を
「仲間」、非協力的な他者（これは非協力者に協力
的な人も含む）を「裏切り者」や「よそもの」と
して排除するような、村八分的な集団主義的な制
度が、間接的互恵性を維持している、ということ
である。このように、制度は、「個人のもつ行動
傾向」というよりは、「人々が共有している相互
作用のやり方（河合、2013）」という考え方のほ
うが妥当であると考えられる。
制度が個人の戦略に還元できない場合を考察す
る例として、さらに複雑な社会制度を考えること
もできる。たとえば、間接的互恵性をより広範囲
に、一般的に、効率的なものにするための制度と
して貨幣制度が挙げられる。貨幣は、他者に利他
的に振る舞った人（商品を提供した人）が所有で
きる、いわば評判を数量的に把握するための装置
である。つまり貨幣を使えば他者からの協力行動
を引き出すことができ、逆に他者に対して利他行
動をすれば貨幣を手に入れることができる。この
ように貨幣は、そのものに価値がなくとも、一度

流通してしまえば間接的互恵性の評判システムを
より効率的に支えるメディアとして機能するので
ある。
ここで貨幣制度を、個人の遺伝的に継承された
行動傾向によってのみ支えられていると考えるの
は難しいだろう。なぜなら、貨幣そのものは社会
によって外在的に用意された道具だからである。
このように、制度分析アプローチは個人の戦略の
集合としてではなく、外在的な社会装置をも分析
の対象にすることができるのが利点である。

制度の進化
文化進化理論は、遺伝子以外の複製単位として
他者の行動についての情報を挙げ、それが個体の
学習能力という遺伝的な傾向性に支えられて進化
すると考えている。つまり、個体学習に加えて模
倣学習（社会学習）の二重の継承メカニズムによ
って適応的な戦略が文化として累積的に継承され
ていくことを仮定する。
それに対して本論文では、文化や規範の進化を
考えるにあたって、複製の単位が制度であると考
える。制度を複製子と考えるということは、制度
そのものが複製され、社会集団の中に増えてい
く、ということである。このことを理解するため
には、制度が個人の戦略に還元できない社会装置
である、という本論文の前提を振り返ろう。
制度は個人の戦略に還元できない以上、個人を
媒体として複製することはできない。少なくとも
ふたり以上の個人が相互作用し、利得構造を原初
的なパターンから制度的パターンに変換するとい
うプロセスが必要である。よって、制度を複製子
と考えるとき、媒体は社会的相互作用であると考
える必要がある。より多くの人々が次々にその制
度によって相互作用するとき、制度が複製されて
いると考えることができるのである。
ここで、原初的な相互依存性をよりパレート効
率的に変換できる方法が複数あると考えよう。例
えば、貨幣制度 A と貨幣制度 B があり、どちら
も間接的互恵性を維持することができる均衡点を
可能にする制度であると仮定する。しかしこのと
き、貨幣制度 A において使われている貨幣がと
ても重く使いづらく、貨幣制度 B で用いられて
いる貨幣が比較的軽くて使いやすいとしよう。す

図 3 制度による相互依存性パターンの変換
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ると、相互作用するときのコストは貨幣制度 B

のほうが小さくなり、貨幣制度 A の均衡点は貨
幣制度 B の均衡点よりもパレート不効率になる。
このとき、貨幣制度に参加している個人がどちら
の貨幣制度をより採用するようになるだろうか。
おそらく、貨幣制度 B のほうの貨幣を用いて相
互作用するようになると考えられる。
この例をもとに、制度の進化を理論化しよう。

複数の制度が同じ社会集団で併存しているとき、
制度の複製は、その制度を採用している個人の多
さ（正確には制度を採用した相互作用の多さ）に
よって決定される。そして、制度の利用は制度に
よる変換後の実効行列の均衡点の利得に依存す
る。すなわち、よりパレート効率的な均衡点を可
能にする制度がより複製される、つまり進化する
ということである。よって、貨幣はより使いやす
く、偽札が作りにくく、製造コストがかからない
ようなものに進化していくはずである。
ここで注意が必要なのは、制度が所与行列の均
衡点から別の均衡点に変換するための装置である
ため、集団淘汰理論で批判される淘汰スピードの
問題（集団レベルの淘汰よりも個体レベルの淘汰
のほうがスピードは早いため、個人レベルで成立
しない均衡は集団レベルでも成立しない問題）は
生じない。しかし、人々が制度を選択するという
プロセスをまだ厳密にはダイナミクスに取り入れ
られてはいない。この議論を精緻化するために
は、個人だけではなく、制度をプレーヤーとした
利得行列に基づく高次のゲームダイナミクスを構
築する必要があるだろう。この点について本論文
ではまだ十分な検討はできていない。

不調和パターンごとの制度進化
この制度進化のロジックは、交換型の不調和パ
ターンだけに当てはまるものではなく、調整型や
闘争型であっても同様である。変換後の均衡点の
期待利得のパレート効率性によってその制度が支
配的になるからである。
しかし、不調和パターンによって、進化する制
度は当然異なったものになるだろう。それぞれの
不調和パターンをより効率的に変換する制度がど
のようなものであるかについては、実証的な問い
となるため、本論文では十分に答えをだすことは

できない。ただ、いくつかの歴史的な制度の変遷
を手がかりに、不十分ながらもデモンストレーシ
ョンすることは可能だろう。
以後は、人類学で指摘されている、集団の規模
の推移に基づいて制度の形態の変容を考察しよ
う。人類学的に、社会集団は狩猟採集社会、部族
社会、首長社会、国家、という四段階で発展して
いったと考えられている（Diamond, 1997）。もち
ろんこれらの分類は便宜的なもので、もちうる性
質には相互に重なりがある。狩猟採集社会は、50

人程度の規模の、主に親族集団によって形成され
ていた小集団の社会である。そして部族社会は複
数の親族集団がまとまった数百人規模の集団で、
およそ 1万年前に発生したと考えられている。首
長社会はさらに大きく、数千人規模の社会であ
る。国家はおよそ 5000年前に発生した、数万人
規模の社会である。ここでは、狩猟採集社会のよ
うな小規模な集団、そして部族社会や首長社会の
ような大規模な集団、そして国家のような更に大
きな社会の 3つに分けて制度の進化を考察してい
こう。
交換型はすでに述べたように、連結型の変換に
よって直接あるいは間接的な互恵性を築くことで
相互協力の状態を作り上げてきたと考えることが
できる。小規模な集団においては二者関係におけ
る TFT 戦略のような直接的互恵性を形成し相互
協力状態を築いてきたと考えられる。しかし、集
団の規模が大きくなるに連れて、直接的な互恵性
では相手が協力的な人間かをどうかを判断するこ
とが難しくなってくるだろう。そこで評判制度を
用いた間接的互恵性によって集団単位の相互協力
が達成されると考えられる。すでに述べたよう
に、協力的な人であるかどうか、つまり仲間であ
るかどうかを互いに監視しあって、もし裏切り行
動を見せたら即座に悪い評判を集団内に伝搬させ
る。そのような仕組みによって集団内の相互協力
状態を維持していたのかもしれない。そして現代
社会のように更に大きな社会では、評判が行き渡
らない広範囲な集団や国家において貨幣制度を用
いて間接的互恵性を成立させることに成功したと
考えられる。
調整型は、二者関係においてはジェスチャーや
言語などを用いたコミュニケーションによって転
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置変換が行われていたと考えられる。コミュニケ
ーションによって、自分があるいは相手が何に価
値を持っているか、何がしたいのかを伝えること
ができるからである。しかし、大きな集団で調整
を行う場合、いちいちコミュニケーションで合意
を形成するのは難しい。集団の歴史があるならば
これまでの経験から慣習を作り上げて、規則や宗
教などの価値体系を作ることが有用かもしれな
い。あるいは、のちに述べる権威のある人物によ
る意思決定なども機能したかもしれない。そして
現代では、学問によって事前にどの均衡点に至る
のが妥当であるかについて知ることができている
といえる。Luhmann（1984）は科学や学問が真理
をシンボリックなメディアとするコミュニケーシ
ョンシステムであると指摘した。科学や学問シス
テムが、（科学的な）事実を共有するための制度
であると考えることができるだろう。
最後に闘争型は、二者関係においては系列変換
や、平等的な変換、あるいはコストリーシグナリ
ングによる儀礼的闘争によって深刻な闘争を避け
ていたと考えられる。たとえば寺嶋（2011）や
Diamond（1997）は、人類が狩猟採集社会におい
て非常に強い平等規範を持っていたことを指摘し
ている。また Kameda, Takezawa, & Hastie（2003）
も平等分配制度が闘争を回避することができる戦
略の均衡の結果であるという考察を行っている。
続いて、より大きな集団になった場合の闘争回避
の制度として、たとえば Diamond（1997）は権
威や階層制度が用いられていたと述べている。権
威は、個体の腕力ではなく、財力や影響力につい
てのコストリーシグナリングによる儀礼的闘争で
あると考えることができるかもしれない。つま
り、多くの強い影響力を持つものほどより大きな
人を動かすことができるため、その相手と闘争し
て勝つことが困難になるからである。そして現代
では、闘争回避システムとして裁判制度、つまり
法制度が用いられている。裁判制度では法によっ
て争点となる資源をどちらに所有権がある、ある
いはどれほど分配するのが妥当であるかを判断す
るシステムである。Luhmann（1975）は法が物理
的暴力を抑える効力を持つ一方、暴力が国家に集
中する（軍や警察など）というかたちで権力を持
ちうることを指摘している。つまり、裁判や警

察、軍といった国家権力は、社会集団の闘争を管
理するための制度であるという見方が可能であ
る。
このように、それぞれの不調和パターンに従っ
て、制度は図のように集団の規模や時代によって
進化してきたと考えることができるだろう。

4節 道徳と制度の共進化

制度維持の潤滑油としての道徳
3節では制度分析アプローチから制度の進化ま
でを考察したが、本節では本論文の目的である、
道徳の起源について考察しよう。

Smith（1970）では、経済制度が機能する背景
として、人々の利他的な道徳感情があることを指
摘している。Smith のこの主張を一般化すれば、
道徳感情を持つ個人がゲームを行うことで初めて
達成される均衡点がある、ということを意味して
いる。しかし、進化ゲーム理論の立場にたてば、
そもそも利他的な個人が進化する基盤そのものを
説明しなければ、この議論は成立しない。Haidt

（2012）の道徳基盤理論では、道徳感情が進化的
に獲得されたものであるという立場で議論を行っ
ているが、すでに指摘したように、集団淘汰を不
十分な形で適用しているに過ぎず、十分な説得力
を持つものではない。
本論文の立場は、Smith のように道徳感情を原
因としていまの社会制度や道徳規範が維持されて
いるという立場には立たない。また同時に、道徳
感情が遺伝的な意味での進化の産物であり、それ
によって道徳規範が社会に共有されているという
立場にも立たない。本論文では、まず制度があ
り、それに適応するかたちで人々は道徳規範を成
立させた、という立場である。つまり、道徳は制
度の原因ではなく、制度に人々がうまく適応する
ための潤滑油としての機能を持っている、という

二者関係・小集団 大規模集団 国家

交換型 直接的互恵性 評判制度・村八分 貨幣制度

調整型 言語・コミュ
ニケーション 慣習・宗教 学問・科学

闘争型 平等・儀礼的闘争 権威・階層制度 法・裁判
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立場である。

制度に適応するための学習方略としての道徳
制度は所与行列による均衡を、実効行列の均衡
にシフトさせる社会装置であった。よって、均衡
点に至っている個人は道徳や規範意識などがなく
とも所与行列の不調和は解決されているはずであ
る。つまり、道徳がなくとも制度が機能していれ
ば、相互協力や闘争回避などは実現されているこ
とになる。では、なぜ道徳が必要なのだろうか。
制度は長いスパンでみれば変化するが、個人レ
ベルで見れば長期にわたって維持されているもの
であると考えられる。よって、制度に参加する個
人は世代交代が行われる一方、制度そのものは大
きくは変わらない状態が続く。このような環境に
おいては、個人は自らが制度に適応するだけでな
く、新規成員に対しても制度に適応するように教
育することが動機づけられるはずである。なぜな
ら、ある制度において相互作用をするときに、相
手が制度を理解していなければ、不調和を解決す
ることができなくなるからである。もし制度を知
らない個人が少数でもいた場合に不調和が解決さ
れないような利得構造であるなら、N 人チキン
ゲームと同じ利得構造になり、少数の個人が教育
コストをかけて全体の利益を向上させるような頻
度依存型の均衡状態になる。つまり、少数の教育
者が生まれることになる。また、包括適応度を考
慮に入れた場合、自分の子どもなどの血縁他者が
制度に参加してうまく適応するようになるために
は、幼少期からその制度に適応するように教育す
る必要があるだろう。
教育者が学習する側に対して制度を学習させる
場合、罰や賞を与えることで行動傾向を是正する
方略が第一に考えられる。しかし、もし学習者が
教育者の罰を予期することができて、かつ、教育
者が罰を実際に与えずに正直なシグナルによって
伝達することができれば、実際に罰（あるいは
賞）が行使されずとも学習が行われる可能性があ
る（清水・嘉志摩、2011）。具体的には、教育者
が怒りを表出させながら「～してはいけない」と
伝達したとしよう。このとき、学習者が教育者の
怒りを正直なシグナルであると判断できる能力が
あり、それによって罰を予期できるなら、罰を受

ける前に行動傾向を変化させることが適応的でき
るということである。つまり、教育者は罰のコス
トをかけずとも、感情をこめて「～してはいけな
い」という伝達を教育者にするだけで、学習者は
実際に罰を受けずに当為的な道徳を学習すること
ができる。
もしこのような言語伝達による制度の教育が機
能するなら、人々は幼少期から制度に適応するた
めの行動傾向そのものを身につけるだけではな
く、どの行動をすると罰を受けるのか（叱られる
のか）、という判断基準を内在化するようになる
だろう。行動に対する逐次的な罰は、実際に行っ
た行動と罰が連合されることによる学習であるの
で、道徳のような抽象的な行動のカテゴリ化や判
断基準の内在化には至らないだろう。しかし、言
語伝達による教育は、言語表現による行動の抽象
化を媒介することで、「していい行動」と「して
はいけない行動」にカテゴリ化する機能があると
考えられる。しかし、これらの考察はまだ経験的
なデータがない予想であるので、今後実証的な検
討が必要である。
上記の議論が仮に正しいとすると、道徳が特定
の制度を学習・教育する仮定で生まれる個人内の
判断基準である、ということができる。ただし制
度はパレート効率的な均衡点を与えるので、教育
される道徳は同じ制度のもとでは共有されること
になるだろう。
また、ある制度のもとで成員に道徳が共有され
ると、それによって新しい制度へのシフトへの道
が開かれる可能性も考えられる。つまり、制度が
道徳を作り、道徳を持った個体が多く集まること
によってさらに効率的な制度の発明を促進する、
という共進化の関係がある可能性がある。この観
点は、本論文においてほとんど触れられていない
「制度の発明」に対して、重要な視点を与えてく
れるかもしれない。

制度と道徳の対応関係
図に記した各制度と、その制度下において発生
するだろう道徳の対応関係を図に記そう。これら
は、Haidt（2001）の道徳基盤理論で指摘されて
いる道徳（公正や集団主義、権威への敬意など）
と重複している部分もあるが、貨幣や科学につい
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ての道徳などについては新たに付け加えられてい
る。
図を見ると、制度の進化にともなって、その道
徳がどのように人々に習得されているかに違いが
伺える。小集団において成立した制度に伴う道徳
は、Haidt（2012）が指摘するような、生得的な
道徳感情によって支えられている部分もあるかも
しれない。しかし一方、大規模集団における制度
については、生得的というよりは、幼少期の躾や
教育によって形成される道徳（仲間を大切にしな
さい、目上の人のいうことを聞きなさい）と対応
しているようにみえる。そして国家における社会
制度は、初等教育以降において学習する道徳に対
応すると見ることができるかもしれない。つまり
制度が複雑になるにつれて、生得的な道徳から、
発達的な道徳、そしてより高次の道徳へと変遷し
ている、ということである。これは Kohlberg

（1976）が前慣習的道徳、慣習的道徳、後慣習的
道徳と表現した道徳発達の理論とも整合的である
点も興味深い。
しかし、これらの道徳と制度の対応については
あくまで予測であって、実証的な証拠や精緻に論
理的な証明ができるわけではない。よって、ここ
では各制度と道徳の具体的な対応関係について詳
述はしない。しかし、この予測がどれほど妥当で
あるかについては経験的な検証を必要とするだろ
う。

5節 結論

本論文では、動学的相互依存性理論と制度分析
アプローチのアイディアをもとに、道徳の起源に
ついて考察してきた。
相互依存性理論を動学的に拡張したモデルによ

って、社会集団における相互依存性には、3つの
不調和な相互依存性が存在することが明らかとな
った。また、それぞれの不調和パターンに対する
パレート効率性を高める変換方略が分析された。
続いて、制度分析アプローチから、利得行列の
変換こそを制度として定義し、その進化の可能性
について議論を行った。その結果、制度は個体を
媒体とするのではなく、社会的相互作用を媒体と
する複製子として進化しうることを議論した。そ
して、狩猟採集社会から現代社会にかけての制度
の進化について不十分ながら、その推移の描写を
試みた。
最後に、道徳は人々が制度により効率よく適応
するための教育によって発生した心のメカニズム
であり、同じ制度内で相互作用する人々に共有さ
れうることを示した。最終的に、道徳と制度の対
応関係と共進化についての予測を述べた。
以上の議論から、本研究では、道徳は制度の進
化と、制度に適応する教育方略の両方によって発
生した人々の適応的な行動判断システムである、
という結論にいたることができた。本論文が主張
する結論は、道徳と制度の対応関係の結果だけを
見ればそれほど目新しいものではないかもしれな
い。しかし、制度に適応するための言語伝達の教
育によって道徳が発生するという主張は、これま
での道徳研究にはない結論である。
ただし、まだまだ途中の論理展開も飛躍し、検
証するべき経験的な問いも多く残されている。た
だ、本論文の結論はこれだけによって成立する成
果というよりは、道徳研究に新しい見方を提供
し、さらなる研究の積み重ねを狙った理論的研究
である。よって、今後は、検証可能な仮説につい
て実証的なデータを収集し、検証していく必要が
あろう。

二者関係・小集団 大規模集団 国家

交換型 直接的互恵性
→利他性

評判制度・村八分
→集団主義

貨幣制度
→倹約

調整型 言語・コミュニケーション
→信頼

慣習・宗教
→慣習や宗教の遵守

学問・科学
→知の受容

闘争型 平等・儀礼的闘争
→平等・公正

権威・階層制度
→権威への敬意

法・裁判
→正義

図 5 制度と道徳の対応関係
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Appendix

大浦（2008）を参考に対称 2×2の集団型試行錯誤ダイ
ナミクスの均衡点について考える。
ここで、SC が正の方向の戦略を A、反対の戦略を B

とする。このとき、各戦略の組の利得は以下のように
なる。

AA＝(SC �PC �JC �GM )�2
AB＝(SC �PC �JC �GM )�2
BA＝(�SC �PC �JC �GM )�2
BB＝(�SC �PC �JC �GM )�2 式 1

ここで Roth & Erev（1995）の試行錯誤ダイナミクスに
従い、以下の仮定を置く。
まずプレーヤー i が戦略 A をとる行動傾向を Pi a、戦
略 B をとる行動傾向を Pi b とする。このときプレーヤ
ー i が時間 t に置いて戦略 A を取る確率を xi は

xi (t )�Pi a (t )�(Pi a (t )�Pi b (t )) 式 2

で表されるとする。また、時間 t におけるプレーヤー i

の戦略 A を選択する傾向性 Pi (t )は、
Pi (t �1)�(1��)Pi (t )�Ri (t ) 式 3

で表されるとする。なお、�は忘却率、Ri (t ) は時間 t

におけるプレーヤー i に与えられた強化値である。た
だし、今回の結論に忘却率は影響しないので、以降��1 として省略する。

ここでプレーヤー i が戦略 A をとる確率の時点 t �1

と t の変化量である �xi を考えよう。また、Pi (t )�
(Pi a (t )�Pi b (t ))とおくと、�xi �xi (t �1)�xi (t )�Pa (t �1)�P (t �1)�xi (t )

=((1�x (t ))Pa (t �1)�xi (t )Pi b (t �1))�Pi (t �1)

式 4

ここで式 2から Pi a (t )�xi (t )Pi (t )、Pi b (t )�(1�xi (t ))

Pi (t )であることから、これお式 4の分子に代入して展
開すると、

((1�x (t ))Pa (t �1)�xi (t )Pi b (t �1))�Ri a �x (t )(Ri a �Ri b ) 式 5

となる。以上より、�xi �(Ri a �x (t )(Ri a �Ri b )�Pi (t �1) 式 6

となる。
ここで、x を集団中の xi の平均とすると、集団中から
ランダムに一人選んだ相手が戦略 A をとる確率は x と
なる。このとき、プレーヤー i が A や B をとろうとす
る傾向性である Pi a (t )、Pi b (t ) に与えられる強化値
Ri a、Ri b はそれぞれ、

確率 xi x で Ri a＝AA、Ri b �0

確率 xi (1�x )で Ri a＝AB、Ri b �0

確率 (1�xi )x で Ri a �0、Ri b＝BA

確率 (1�xi )(1�x )で Ri a �0、Ri b＝BB 式 7

となる。式 6に式 7を代入すれば、�xi は
確率 xix で (1�xi ) AA/(Pi a (t )＋AA）
確率 xi (1�x )で (1�xi ) AB/(Pi a (t )＋AB）
確率 (1�xi )x で �xi BA/(Pi b (t )＋BA）
確率 (1�xi )(1�x )で �xi BB/(Pi b (t )＋BB） 式 8

となる。ここで、行動傾向性 Pi a や Pi b に対して一度
で得られる利得の大きさは相対的に小さいと考えられ
るため、分母を概ね同じと考え（大浦、2008）、定数 k

とする。そして分子だけに注目して、�xi の期待値
E [�xi ]の分子を求めると、

E [�xi ]の分子�xi x (1�xi ) AA�xi (1�x )(1�xi ) AB�(1�xi )xxi BA�(1�xi )(1�x )xi BB�xi (1�xi )(x AA�(1�x ) AB�x BA�(1�x ) BB） 式 9

式 9を展開して、式 1のように相互依存性理論の要素
SC、PC、JC、GM で表現し直すと、

E [�xi ]�xi (1�xi )(�JC �SC �2JCx )�k 式 10

となる。この差分方程式を解くと、xi の均衡点と一致
するため、

x �0�1�(JC �SC )�2JC の 3つとなる。
対称ゲームであるので、xi の均衡点は、x の均衡点と
一致する。
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A Theoretical Approach to the Origin of Morality:
The Dynamic Interdependence Theory and Institutional Analysis

ABSTRACT

This article discusses the origin of morality on the basis of dynamic interdepend-

ence theory and institutional analysis. The moral foundation theory explains the origin

of morality through a multilevel selection theory, a genetic evolutionary approach tak-

ing both individual and group selection into consideration. However, this theory, simi-

lar to other cultural evolutionary theories, has certain limitations in explaining how in-

junctive morality arose in social groups. Therefore, we offer an institutional evolution-

ary explanation of the origin of morality, which is based on dynamic interdependence

theory and comparative institutional analysis. This approach gives us certain important

advantages in discussing the origin of morality. First, three fundamental patterns of in-

terdependence are identified on the basis of the dynamic interdependence theory. Then,

transformation methods of outcome matrices corresponding to the patterns of interde-

pendence are developed. Next, institutional analysis allows us to describe how social

institutions operate with these transformation methods. These theoretical components

indicate that social institutions (authority, indirect reciprocity, and traditional religion,

among others) constructed an environment producing selection pressure on morality.

Finally, we discuss how injunctive morality as an emotion functions in social groups.

Key Words: the origin of morality, institutions, dynamic interdependence theory
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